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公
益
社
会
実
現
に
向
け
た
課
題
と
展
望
（
一
）
一

三
七

は
じ
め
に

　

周
知
の
よ
う
に
、「
公
益
法
人
」
は
、
明
治
以
来
百
年
、
こ
れ
ま
で
民
法
に
準
拠
し
て
設
立
さ
れ
て
き
た
。
こ
の
た
び
、
公
益
法
人
改

公
益
社
会
実
現
に
向
け
た
課
題
と
展
望
（
一
）

　
東
北
公
益
文
科
大
学
教
授 　

出

井

信

夫

　

は
じ
め
に

Ⅰ　

公
益
法
人
改
革
の
経
緯
と
公
益
法
人
三
法
（
以
上
、
本
号
）

Ⅱ　

認
定
審
議
の
要
点
と
移
行
期
間
終
了
後
の
移
行
状
況
（
本
号
及
び
次
号
）

Ⅲ　

監
督
の
基
本
的
な
考
え
方
と
立
入
り
検
査
の
基
本
的
な
考
え
方

Ⅳ　

公
民
の
役
割
分
担
と
公
民
連
携
P
P
P
―
N
P
O
、
P
F
I
、
公
益
信
託
、
第
三
セ
ク
タ
ー

Ⅴ　

公
民
連
携
P
P
P
の
現
状
と
課
題

Ⅵ　
「 

総
務
省
」
研
究
会
「
新
し
い
公
共
」
の
概
念

Ⅶ　
「
内
閣
府
」
推
進
会
議
「
新
し
い
公
共
」
の
概
念

Ⅷ　
「
新
し
い
公
共
」
の
担
い
手

―
各
省
庁
の
取
組
み

Ⅸ　

補
完
性
の
原
理

―
「
自
助
」「
共
助
」「
公
助
」
社
会

Ⅹ　
「
自
民
党
政
府
」
の
「
共
助
社
会
」
の
概
念

Ⅺ　

企
業
の
メ
セ
ナ
・
フ
ィ
ラ
ソ
ロ
ピ
ー
・
社
会
貢
献
・
C
S
R

Ⅻ　

企
業
の
C
S
R
（
企
業
の
社
会
的
責
任
）

ⅩⅢ　

ソ
ー
シ
ャ
ル
ビ
ジ
ネ
ス
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス
と
公
益
ビ
ジ
ネ
ス

ⅩⅣ　
「
公
益
」
の
発
想
と
「
公
益
」
活
動
の
源
流

ⅩⅤ　

事
業
に
お
け
る
「
公
益
」
性
と
「
収
益
」
性
の
視
点

ⅩⅥ　

先
人
に
学
ぶ
公
益
活
動
、
公
益
事
業
の
推
進

ⅩⅦ　
「
共
助
社
会
」「
公
益
社
会
」
実
現
の
デ
ザ
イ
ン

ⅩⅧ　

市
民
力
の
利
活
用
と
寄
付
金
制
度
・
ふ
る
さ
と
納
税
制
度
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説　
　

公
益
社
会
実
現
に
向
け
た
課
題
と
展
望
（
一
）
二

三
八

革
に
よ
っ
て
、「
公
益
法
人
制
度
改
革
関
連
三
法
」
す
な
わ
ち
、「
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
」「
公
益
社
団
法

人
及
び
公
益
財
団
法
人
の
認
定
等
に
関
す
る
法
律
」「
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
及
び
公
益
社
団
法
人
及
び
公

益
財
団
法
人
の
認
定
等
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
」
が
施
行
さ
れ
、
認
定
法
に
定
め
ら
れ
た
基

準
を
満
た
し
て
い
る
と
認
定
を
受
け
た
法
人
が
、
一
般
社
団
法
人
・
財
団
法
人
及
び
公
益
社
団
法
人
・
公
益
財
団
法
人
で
あ
る
。

　

こ
の
基
準
を
満
た
し
て
い
る
か
ど
う
か
の
判
断
は
、
民
間
有
識
者
で
構
成
さ
れ
る
国
の
公
益
認
定
等
委
員
会
及
び
各
都
道
府
県
の
合
議

制
の
公
益
認
定
等
審
議
会
の
各
機
関
が
行
う
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

　

既
設
の
法
人
に
お
い
て
は
、
法
の
施
行
後
、
経
過
期
間
の
五
年
以
内
に
所
定
の
移
行
手
続
き
を
し
な
い
場
合
に
は
解
散
し
た
も
の
と
み

な
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
そ
の
移
行
手
続
き
の
期
限
は
平
成
二
五
年
一
一
月
末
日
で
あ
り
、
す
で
に
既
設
の
法
人
の
移
行
期
間
は

終
了
し
た
。

　

こ
の
よ
う
に
、
公
益
法
人
改
革
は
、「
民
に
よ
る
公
益
の
増
進
を
目
指
し
て
」「
民
間
が
支
え
る
社
会
を
目
指
し
て
～
﹃
民
に
よ
る
公
益
﹄

を
担
う
公
益
法
人
～
」（
内
閣
府
公
益
認
定
等
委
員
会
事
務
局
）
の
観
点
よ
り
推
進
さ
れ
て
い
る
。

　

筆
者
は
、
制
度
移
行
期
間
の
当
初
、
平
成
二
〇
年
五
月
二
七
日
、
山
形
県
公
益
認
定
等
審
議
会
委
員
（
委
員
長
代
理
）
に
委
嘱
さ
れ
、

同
日
第
一
回
の
審
議
会
が
開
催
さ
れ
た
。
そ
れ
以
降
、
概
ね
、
毎
月
一
回
審
議
会
（
近
年
は
下
半
期
は
月
二
回
開
催
）
が
開
催
さ
れ
、
審
議

や
議
論
に
参
加
し
て
き
た
。
小
職
は
、
二
期
目
の
委
員
の
任
期
満
了
後
、
引
き
続
き
、
三
期
目
（
平
成
二
六
年
五
月
か
ら
三
年
間
）
の
山
形

県
公
益
認
定
等
審
議
会
の
委
員
を
委
嘱
さ
れ
た
。
三
期
目
の
審
議
会
は
、
平
成
二
六
年
七
月
一
四
日
に
開
催
さ
れ
る
。
本
稿
は
、
山
形
県

公
益
認
定
等
審
議
会
の
公
式
見
解
で
は
な
い
。
筆
者
の
個
人
的
な
見
解
で
あ
る
。

　

本
稿
で
は
、
こ
れ
ま
で
の
移
行
期
間
に
お
け
る
状
況
や
議
論
な
ど
を
踏
ま
え
、「
移
行
期
間
終
了
後
に
お
け
る
公
益
事
業
展
開
の
課
題

と
展
望
」
に
つ
い
て
、
ま
た
今
後
の
公
益
社
会
実
現
に
向
け
て
、
公
共
・
公
益
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
の
あ
り
方
や
そ
の
仕
組
み
な
ど
に
つ
い

て
、
政
府
・
自
治
体
と
企
業
や
個
人
と
の
関
係
の
あ
り
方
、
企
業
や
個
人
に
お
け
る
社
会
貢
献
の
あ
り
方
、
寄
付
金
制
度
な
ど
、
多
様
な
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社
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け
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課
題
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一
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三

三
九

視
点
か
ら
論
述
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

本
稿
が
、
今
後
の
議
論
や
審
議
の
際
の
参
考
に
な
れ
ば
、
こ
れ
に
過
ぎ
る
慶
び
は
な
い
。

Ⅰ　

公
益
法
人
改
革
の
経
緯
と
公
益
法
人
三
法

　

本
章
で
は
、
従
来
の
公
益
法
人
制
度
、
ま
た
百
年
に
し
て
初
め
て
の
抜
本
的
な
公
益
法
人
大
改
革
に
お
け
る
法
律
の
制
定
の
経
緯
、
公

益
法
人
三
法
の
概
要
に
つ
い
て
概
観
す
る
。

　

一　

従
来
の
「
公
益
法
人
」
制
度

　

従
来
の
わ
が
国
の
公
益
法
人
制
度
は
、
旧
民
法
（
明
治
二
九
年
四
月
二
七
日
法
律
第
八
九
号
）
第
三
三
条
に
お
い
て
、「
法
人
ハ
本
法
其

ノ
他
ノ
法
律
ノ
規
定
ニ
依
ル
ニ
非
サ
レ
ハ
成
立
ス
ル
コ
ト
ヲ
得
ス
」
と
、「
法
人
設
立
は
法
律
の
規
定
」
と
「
法
人
設
立
の
法
定
主
義
」

が
定
め
ら
れ
、
旧
民
法
第
三
四
条
「
祭
祀
、
宗
教
、
慈
善
、
学
術
、
技
芸
其
他
公
益
ニ
関
ス
ル
社
団
又
ハ
財
団
ニ
シ
テ
営
利
ヲ
目
的
ニ
セ

サ
ル
モ
ノ
ハ
主
務
官
庁
ノ
許
可
ヲ
得
テ
之
ヲ
法
人
ト
為
ス
コ
ト
ヲ
得
」
の
条
文
に
基
づ
い
て
「
公
益
法
人
」（
社
団
法
人
、
財
団
法
人
）
が

主
務
官
庁
の
許
可
を
得
て
設
立
さ
れ
た
。

　

い
わ
ゆ
る
、「
主
務
官
庁
」
制
度
と
呼
ば
れ
た
、
公
益
法
人
設
立
に
お
け
る
典
型
的
な
許
認
可
制
度
で
あ
っ
た
。
民
法
に
お
い
て
、「
公

益
法
人
」
制
度
が
取
り
入
れ
ら
れ
た
わ
け
で
あ
る
が
、
行
財
政
改
革
の
一
環
と
し
て
、
ま
た
時
代
状
況
の
変
遷
に
合
わ
な
く
な
っ
た
こ
と

な
ど
か
ら
、
こ
の
度
、︽
民
に
よ
る
公
益
の
推
進
を
図
る
た
め
、
新
公
益
法
人
制
度
︾
が
遂
行
さ
れ
た
わ
け
で
あ
る
。

　

二　

公
益
法
人
制
度
改
革
の
経
緯
と
公
益
法
人
三
法

　

こ
の
よ
う
に
明
治
時
代
に
制
度
化
さ
れ
た
公
益
法
人
が
、
時
代
の
変
遷
に
お
い
て
百
年
を
経
過
し
た
中
で
、
実
態
や
当
初
の
設
立
目
的

に
そ
ぐ
わ
な
い
面
な
ど
が
多
々
生
じ
た
こ
と
な
ど
に
よ
っ
て
、
こ
の
度
、
公
益
法
人
改
革
に
基
づ
き
、
新
公
益
法
人
制
度
と
し
て
施
行
さ

れ
た
こ
と
は
周
知
の
と
お
り
で
あ
る
。
公
益
法
人
制
度
改
革
関
連
法
は
、
明
治
二
九
年
（
法
律
第
八
九
号
）
に
制
定
さ
れ
た
民
法
三
三
条
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公
益
社
会
実
現
に
向
け
た
課
題
と
展
望
（
一
）
四

四
〇

に
よ
る
主
務
官
庁
の
「
公
益
法
人
の
設
立
許
可
」
制
と
称
さ
れ
る
自
由
裁
量
に
よ
り
行
う
制
度
を
改
め
、「
官
か
ら
民
へ
」
の
流
れ
の
中

で
、
民
間
非
営
利
部
門
の
活
動
の
健
全
な
発
展
を
促
進
す
る
た
め
、
準
則
主
義
、
す
な
わ
ち
、
登
記
を
す
る
こ
と
に
よ
り
法
人
を
設
立
す

る
こ
と
が
で
き
る
制
度
、
お
よ
び
そ
れ
に
基
づ
き
公
益
性
を
認
定
す
る
制
度
に
変
え
る
も
の
で
あ
る
。

　
「
公
益
法
人
制
度
改
革
関
連
三
法
」
と
は
次
の
三
つ
の
法
律
を
指
す
。
法
律
の
体
系
に
つ
い
て
は
、〔
図―

１
〕
を
参
照
さ
れ
た
い
。

ⅰ　

一
般
社
団
・
財
団
法
人
法
と
称
さ
れ
る
「
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
」（
平
成
一
八
年
六
月
二
日
法
律
第

四
八
号
）

ⅱ　

公
益
法
人
認
定
法
と
称
さ
れ
る
「
公
益
社
団
法
人
及
び
公
益
財
団
法
人
の
認
定
等
に
関
す
る
法
律
」（
平
成
一
八
年
六
月
二
日
法
律

第
四
九
号
）

ⅲ　

整
備
法
と
称
さ
れ
る
「
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
及
び
公
益
社
団
法
人
及
び
公
益
財
団
法
人
の
認
定
等

に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
」（
平
成
一
八
年
六
月
二
日
法
律
第
五
〇
号
）

　

こ
の
三
つ
の
法
律
は
、平
成
一
八
年
五
月
二
六
日
に
国
会
で
可
決
成
立
し
、六
月
二
日
に
公
布
さ
れ
た
。
そ
れ
ぞ
れ
の
法
律
の
概
要
は
、

次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　

⑴　

一
般
社
団
・
財
団
法
人
法

　

こ
の
法
律
は
、
剰
余
金
の
分
配
を
目
的
と
し
な
い
社
団
お
よ
び
財
団
に
つ
い
て
は
、
そ
の
法
人
が
行
う
事
業
の
公
益
性
の
有
無
に
か
か

わ
ら
ず
、
準
則
主
義
に
よ
り
簡
便
に
法
人
格
を
取
得
す
る
こ
と
が
で
き
る
一
般
社
団
法
人
・
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
制
度
を
創
設
し
、

そ
の
設
立
、
組
織
、
運
営
、
管
理
に
つ
い
て
の
規
定
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
整
備
し
た
も
の
で
あ
る
。

　

⑵　

公
益
法
人
認
定
法

　

こ
の
法
律
は
、
民
間
の
団
体
が
自
発
的
に
行
う
公
益
を
目
的
と
す
る
事
業
の
実
施
を
促
進
し
て
、
活
力
あ
る
社
会
を
実
現
す
る
た
め
、

社
団
法
人
お
よ
び
財
団
法
人
の
設
立
許
可
お
よ
び
こ
れ
ら
に
対
す
る
監
督
を
主
務
官
庁
の
裁
量
に
よ
り
行
う
こ
と
と
し
て
い
た
公
益
法
人
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公
益
社
会
実
現
に
向
け
た
課
題
と
展
望
（
一
）
五

四
一

法人の設立、組織、運
営及び管理の規定
○理事会は理事本人出
席を義務づけ

○電子投票による議決
権の行使等に係る手
続

法人法

○社員総会の議事録作
成方法

公益認定の基準
○公益目的事業比率
50/100

○法人関係者への特別
な利益提供の禁止

○特別な利益提供が禁
止される法人関係者
の範囲

○公益目的事業比率や
遊休財産の計画方法

○ボランティア等の費
用算入

従来の公益法人に係る
新制度への移行手続
○移行認可基準として
の公益目的支出計画

○特例民法法人同士の
合併に係る手続

公益目的支出計画に関
する規定の運用につい
て
○財産の時価評価方法

認定法第 5条に定めら
れた公益認定の基準及
び関連基定の運用
○公益目的事業に係る
管理費は公益目的事
業非に配賦可

不特定かつ多数の者の利益の増進の事実認定
にあたって留意点
【チェックポイント】（「調査、資料収集」の例）
①当該調査、資料収集が不特定多数の者の利
益の増進に寄与することを主たる目的として
位置づけ、適当な方法で明らかにしているか
②当該調査、資料収集の名称や結果を公表し
ていなかったり、内容についての外部からの
問合せに答えないということはないか
③当該調査、資料収集に専門家が適切に関与
しているか
④当該法人が外部に委託する場合、そのすべ
てを他者に行わせること（いわゆる丸投げ）
はないか

○公益目的支出計画の
詳細

法人法施行規則

法人法施行令

ガイドライン（公益認定基準等の詳細）
【参考：公益目的事業のチェックポイントについて】

（原典）『民による公益の増進を目指して』（公益認定等委員会事務局、平成 20 年 5 月）4頁
（出所）出井信夫『自治体の外郭団体・出資法人の公益認定』（学陽書房、平成 21 年 2 月）44 頁

認定法 整備法

認定法施行令 整備法施行令

認定法施行規則 整備法施行規則

法　律

政　令

府省令

その他

　〔図― 1〕　新制度の法令等の体系
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公
益
社
会
実
現
に
向
け
た
課
題
と
展
望
（
一
）
六

四
二

に
関
す
る
制
度
を
改
め
、
公
益
社
団
法
人
お
よ
び
公
益
財
団
法
人
と
し
て
の
認
定
お
よ
び
こ
れ
ら
に
対
す
る
監
督
を
独
立
し
た
委
員
会
等

の
関
与
の
下
で
内
閣
総
理
大
臣
ま
た
は
都
道
府
県
知
事
が
行
う
制
度
を
創
設
し
、
そ
れ
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
整
備
し
た
も
の
で
あ

る
。

　

⑶　

整　

備　

法

　

こ
の
法
律
は
、
一
般
社
団
法
人
・
一
般
財
団
法
人
お
よ
び
公
益
法
人
認
定
法
の
施
行
に
伴
い
、
中
間
法
人
法
を
廃
止
す
る
ほ
か
、
民
法

そ
の
他
の
関
連
す
る
諸
法
律
を
整
備
し
、
そ
れ
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
整
備
し
た
も
の
で
あ
る
。

　

な
お
、「
公
益
法
人
制
度
改
革
関
連
三
法
」
の
詳
細
に
つ
い
て
は
省
略
す
る
（
１
）。

　

三　

新
公
益
法
人
制
度
に
お
け
る
主
な
ポ
イ
ン
ト

　

新
公
益
法
人
制
度
に
お
け
る
主
な
ポ
イ
ン
ト
に
つ
い
て
は
、
大
要
、
次
の
諸
点
が
あ
げ
ら
れ
る
。

　

⑴　

準
則
主
義

　

法
人
の
設
立
は
、
準
則
主
義
に
よ
る
登
記
に
よ
り
、
一
般
社
団
法
人
・
一
般
財
団
法
人
を
設
立
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

⑵　

公
益
社
団
法
人
お
よ
び
公
益
財
団
法
人
の
認
定

　

公
益
社
団
法
人
お
よ
び
公
益
財
団
法
人
に
つ
い
て
は
、
国
の
公
益
認
定
等
委
員
会
ま
た
は
都
道
府
県
の
合
議
制
の
機
関
で
あ
る
公
益
認

定
等
委
員
会
等
の
機
関
に
お
い
て
、
法
人
が
一
元
的
に
公
益
認
定
の
基
準
を
満
た
し
て
い
る
か
ど
う
か
な
ど
に
つ
い
て
審
査
し
て
、
法
に

適
合
し
て
い
れ
ば
、
国
（
内
閣
府
）
ま
た
は
都
道
府
県
知
事
が
認
可
を
行
う
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

　

⑶　

従
来
の
公
益
法
人
等
の
今
後
の
選
択
肢

　

従
来
の
公
益
法
人
等
の
今
後
の
選
択
肢
と
し
て
は
、
一
般
社
団
法
人
・
一
般
財
団
法
人
お
よ
び
公
益
社
団
法
人
・
公
益
財
団
法
人
の
い

ず
れ
を
選
択
す
る
の
も
自
由
に
で
き
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
た
だ
し
、
公
益
社
団
法
人
・
公
益
財
団
法
人
と
な
る
に
は
、
前
述
し
た
国

ま
た
は
都
道
府
県
の
公
益
認
定
等
委
員
会
等
の
機
関
に
よ
る
公
益
認
定
の
審
査
を
受
け
認
定
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
ま
た
、
法
の
施
行
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後
、
経
過
期
間
の
五
年
以
内
に
所
定
の
移
行
手
続
き
を
し
な
い
場
合
に
は
解
散
し
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る
の
で
注
意
す
る
必
要
が
あ
る
。

　

⑷　

新
制
度
に
お
け
る
税
制

　

新
制
度
に
お
け
る
税
制
に
つ
い
て
は
、「
二
階
建
て
」
方
式
と
称
さ
れ
る
よ
う
に
、
一
般
社
団
法
人
・
一
般
財
団
法
人
に
つ
い
て
は
「
原

則
課
税
」
と
な
る
。
一
方
、
公
益
社
団
法
人
・
公
益
財
団
法
人
に
つ
い
て
は
「
公
益
目
的
事
業
」
は
「
原
則
非
課
税
」
で
あ
る
が
、
収
益

事
業
等
に
つ
い
て
は
「
課
税
対
象
事
業
」
と
な
っ
て
い
る
点
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
（
２
）。

Ⅱ　

認
定
審
議
の
要
点
と
移
行
期
間
終
了
後
の
移
行
状
況

　

本
章
で
は
、
こ
れ
ま
で
設
立
さ
れ
て
き
た
公
益
法
人
の
主
な
設
立
分
野
や
事
業
分
野
、
ま
た
公
益
法
人
の
主
な
主
体
者
に
つ
い
て
、
整

理
、
概
観
す
る
と
と
も
に
、
公
益
法
人
三
法
に
基
づ
く
「
公
益
認
定
等
審
議
会
」
に
お
け
る
議
論
の
ポ
イ
ン
ト
な
ど
に
つ
い
て
整
理
、
概

観
す
る
。

　

一　

移
行
法
人
の
主
な
設
立
分
野
や
事
業
分
野

　

こ
れ
ま
で
設
立
さ
れ
て
き
た
公
益
法
人
（
特
例
民
法
法
人
、
移
行
法
人
）
の
主
な
設
立
分
野
や
事
業
分
野
に
つ
い
て
は
、
旧
﹃
公
益
法
人

白
書
﹄
や
﹃
平
成
二
四
年
度　

特
例
民
法
法
人
に
関
す
る
年
次
報
告
﹄
に
基
づ
き
、
公
益
法
人
の
主
な
設
立
分
野
に
つ
い
て
整
理
す
る

と
、〔
表―

１
〕
に
示
す
よ
う
に
分
類
さ
れ
る
。

　

ま
た
公
益
法
人
の
主
な
事
業
種
類
に
つ
い
て
は
、〔
表―

２
〕
に
示
す
よ
う
に
分
類
さ
れ
る
。

　

一
方
、「
特
例
民
法
法
人
の
設
立
目
的
」
に
つ
い
て
は
、﹃
平
成
二
四
年
度　

特
例
民
法
法
人
に
関
す
る
年
次
報
告
﹄
で
は
、
ⅰ
生
活
一

般
、
ⅱ
教
育
・
学
術
・
文
化
、
ⅲ
政
治
・
行
政
及
び
ⅳ
産
業
の
四
分
野
に
ま
ず
区
分
し
、
更
に
小
分
類
項
目
に
区
分
し
て
い
る
。

　

大
別
し
た
四
分
野
の
法
人
数
は
、
小
分
類
項
目
の
法
人
数
の
単
純
合
計
で
あ
り
、
割
合
欄
の
数
値
は
延
べ
法
人
数
（
二
〇
、
三
六
〇
法
人
）

に
対
す
る
百
分
率
で
あ
る
。
大
別
し
た
四
分
類
で
は
、「
生
活
一
般
」
が
一
一
、
二
八
〇
法
人
（
五
五
・
四
％
）
と
最
多
で
あ
り
、「
教
育
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〔表―1〕　設立目的の分類
設　立　目　的 例　　　　示

1．生活一般
家庭生活 家庭生活、所得、家計、貯蓄
保健・衛生・医療 健康、予防、栄養、公衆衛生、食品衛生、医療、看護、薬事、

療術、医師会、歯科医師会、薬剤師会
体育・レクリエーション 各種体育、スポーツ団体、余暇、娯楽、旅館、観光
保育 育児園、託児所
福祉・援護 母子、児童、老人、身体障害者、社会保障、更生
職業・労働 職業訓練、職業指導、高齢者事業、能力開発、労働福祉
福利・共済 厚生・互助・共済、年金、退職金
居住・生活環境 住宅、宅地、不動産、水道、下水、公園、墓地
安全 交通安全、防犯、防災
生活一般／その他

2．教育・学術・文化
教育 学校教育、社会教育（美術館・図書館・博物館・動物園）、通

信教育、研修所
育英・奨学 育英、奨学、外国留学、外国人留学受入
学術・研究 人文社会科学、自然科学、学会、研究所
文化・芸術 文芸、映画、演劇、古典芸能、音楽、舞踊、美術、工芸、華道、

茶道、文化施設、文化財
報道・出版 新聞、報道、広報、出版、広告
宗教関係 仏教、キリスト教、神道、諸教関係
国際交流 教育交流、学術交流、文化交流、人物交流、スポーツ交流、

移住
教育・学術・文化／その他

3．政治・行政
政治・行政 政治、政策、法律、行政、治安、防衛
財政・経済 財政、経済、租税、経済計画
総合計画 国土計画、地方計画、人口問題、総合開発
地方行政 地域開発、都市開発、地方行財政
自然・環境 自然保護、野生動物保護、国立公園、国定公園、環境浄化
国際関係 国連活動、国際親善、国際平和、国際協力、開発途上国援助
政治・行政／その他

4．産業
金融・保険 銀行、保険、証券
農林水産 農業、養蚕、畜産、獣医、木材、林業、水産
通商産業 産業経済、商業、貿易、工業、鉱業、検査、エネルギー、工

業所有権
運輸・交通 運輸、交通、鉄道、陸運、海運、航空、気象
建設 建築、土木、道路、河川、トンネル、橋梁、砂防
通信 電信電話、電気通信、電波、通信事業
情報 情報収集、情報分析、情報提供
産業／その他
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・
学
術
・
文
化
」
が
八
、
〇
一
九
人
（
三
九
・
四

％
）、「
産
業
」
が
五
、
六
七
三
法
人
（
二
七
・
九

％
）、「
政
治
・
行
政
」
が
二
、
三
三
二
法
人
（
一
一

・
五
％
）
と
続
い
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
同
﹃
年
次
報
告
﹄
で
は
、
法
人
の
設

立
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
行
う
「
事
業
内
容
の

分
類
」
を
し
て
い
る
。
事
業
の
種
類
と
し
て
一
番

多
く
挙
げ
ら
れ
た
の
は
「
指
導
・
育
成
」
で
、
一

三
、
〇
二
〇
法
人
（
六
三
・
九
％
）、
次
に
多
い
も
の
が
「
振
興
・
奨
励
」
で
九
、
六
四
七
法
人
（
四
七
・
四
％
）、
以
下
、「
調
査
・
研
究
」

の
八
、
九
四
三
法
人
（
四
三
・
九
％
）、「
普
及
・
広
報
」
の
六
、
四
九
五
法
人
（
三
一
・
九
％
）
と
続
い
て
い
る
。
こ
こ
で
は
紙
幅
の
関
係

で
詳
細
に
つ
い
て
は
省
略
す
る
。

　

二　

移
行
法
人
の
類
型
化

　

こ
れ
ま
で
設
立
さ
れ
て
き
た
公
益
法
人
に
つ
い
て
は
、
基
本
的
に
、
次
の
よ
う
な
観
点
よ
り
分
類
、
類
型
化
で
き
る
（
３
）。

　

⑴　

出
資
者
の
観
点
よ
り
分
類

　

ⅰ　

個
人
に
よ
る
出
資

　

ⅱ　

町
内
会
・
自
治
会
等
の
任
意
団
体
等
に
よ
る
出
資

　

ⅲ　

企
業
に
よ
る
出
資

　

ⅳ　

国
に
よ
る
出
資

　

ⅴ　

国
の
特
殊
法
人
や
独
立
行
政
法
人
に
よ
る
出
資

〔表―2〕　主な事業種類の分類
小　項　目

振興・奨励 振　　興
助 成 ・給 付
貸　　与
表　　彰
信 用 保 証
その他の振興・奨励

指導・育成 教育・訓練
相　　談
研修会・講習会
その他の指導・育成

調査・研究 研　　究
情 報 の 収 集
情報資料の作成・分析等
その他の調査・研究

普及・広報 普　　及
雑誌・図書の出版
説　明　会
その他の普及・広報

検査・検定 検 査 ・検 定
資格の付与・指定
証　　明
その他の検査・検定

交　　流 連　　絡
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ⅵ　

都
道
府
県
や
市
町
村
等
の
自
治
体
に
よ
る
出
資

　

ⅶ　

自
治
体
の
独
立
行
政
法
人
に
よ
る
出
資

　

⑵　

所
管
別
お
よ
び
活
動
地
域
の
範
囲
の
観
点
よ
り
分
類

　

ⅰ　

国
の
各
府
省
の
所
管

　

ⅱ　

各
都
道
府
県
知
事
の
所
管

　

ⅲ　

各
都
道
府
県
の
教
育
委
員
会
の
所
管

　

⑶　

出
捐
、
出
資
者
の
観
点
よ
り
分
類

　

ⅰ　

政
府
関
係
機
関
等
か
ら
の
出
捐
、
出
資
の
有
無
や
職
員
の
出
向
・
派
遣
等
の
関
与
の
度
合
い
な
ど

　

ⅱ　

特
殊
法
人
や
独
立
行
政
法
人
か
ら
の
出
捐
、
出
資
の
有
無
や
職
員
の
出
向
・
派
遣
等
の
関
与
の
度
合
い
な
ど

　

ⅲ　

都
道
府
県
や
市
町
村
自
治
体
か
ら
の
出
捐
、
出
資
の
有
無
や
職
員
の
出
向
・
派
遣
等
の
関
与
の
度
合
い
な
ど

　

ⅳ　

特
定
の
民
間
企
業
や
企
業
グ
ル
ー
プ
か
ら
の
出
捐
、
出
資
の
有
無
や
職
員
の
出
向
・
派
遣
等
の
関
与
の
度
合
い
な
ど

　

ⅴ　

多
数
の
民
間
企
業
や
経
済
団
体
な
ど
か
ら
の
出
捐
、
出
資
の
有
無
や
職
員
の
出
向
・
派
遣
等
の
関
与
の
度
合
い
な
ど

　

ⅵ　

特
定
の
市
民
・
住
民
や
市
民
・
住
民
グ
ル
ー
プ
か
ら
の
出
捐
、
出
資
の
有
無
や
職
員
の
出
向
・
派
遣
等
の
関
与
の
度
合
い
な
ど

　

ⅶ　

多
数
の
市
民
・
住
民
や
市
民
・
住
民
グ
ル
ー
プ
か
ら
の
出
捐
、
出
資
の
有
無
や
職
員
の
出
向
・
派
遣
等
の
関
与
の
度
合
い
な
ど

　

⑷　

法
人
の
設
立
目
的
（
総
務
省
﹃
公
益
法
人
白
書
﹄）
の
観
点
よ
り
分
類

　

ⅰ　

生
活
一
般
に
関
す
る
事
業
分
野

　

ⅱ　

教
育
・
学
術
・
文
化
に
関
す
る
事
業
分
野

　

ⅲ　

政
治
・
行
政
に
関
す
る
事
業
分
野

　

ⅳ　

産
業
に
関
す
る
事
業
分
野
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⑸　

事
業
種
類
別
（
総
務
省
﹃
公
益
法
人
白
書
﹄）
の
観
点
よ
り
分
類

　

ⅰ　

振
興
・
奨
励
に
関
す
る
業
務

　

ⅱ　

指
導
・
育
成
に
関
す
る
業
務

　

ⅲ　

調
査
・
研
究
に
関
す
る
業
務

　

ⅳ　

普
及
・
広
報
に
関
す
る
業
務

　

ⅴ　

検
査
・
検
定
に
関
す
る
業
務

　

ⅵ　

交
流
に
関
す
る
業
務

　

ⅶ　

共
済
に
関
す
る
業
務

　

ⅷ　

施
設
の
運
営
に
関
す
る
業
務

　

⑹　

自
治
体
の
出
資
法
人
（
総
務
省
「
第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
状
況
に
関
す
る
調
査
」）
に
お
け
る
業
務
分
野

　

ⅰ　

地
域
・
都
市
開
発
に
関
す
る
業
務

　

ⅱ　

住
宅
・
都
市
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
業
務

　

ⅲ　

観
光
・
レ
ジ
ャ
ー
に
関
す
る
業
務

　

ⅳ　

農
林
水
産
に
関
す
る
業
務

　

ⅴ　

商
工
に
関
す
る
業
務

　

ⅵ　

社
会
福
祉
・
保
健
医
療
に
関
す
る
業
務

　

ⅶ　

生
活
衛
生
に
関
す
る
業
務

　

ⅷ　

運
輸
・
道
路
に
関
す
る
業
務

　

ⅸ　

教
育
・
文
化
に
関
す
る
業
務



（
第
₉₀
巻　

第
八
号
）

論　

説　
　

公
益
社
会
実
現
に
向
け
た
課
題
と
展
望
（
一
）
一
二

四
八

　

ⅹ　

公
害
・
自
然
環
境
保
全
に
関
す
る
業
務

　

ⅺ　

情
報
処
理

　

ⅻ　

国
際
交
流

　

　

そ
の
他

　

⑺　

施
設
の
保
有
・
所
有
の
観
点
よ
り
分
類

　

⒤　

施
設
を
自
己
所
有
し
管
理
運
営
を
行
っ
て
い
る

　

ⅱ　

施
設
の
管
理
運
営
の
み
を
行
っ
て
い
る

　

ⅲ　

施
設
の
管
理
運
営
業
務
等
を
除
く
そ
の
他
の
サ
ー
ビ
ス
業
務
を
実
施

　

⑻　

国
か
ら
の
交
付
金
・
補
助
金
等
が
あ
る
か
否
か
の
観
点
よ
り
分
類

　

ⅰ　

交
付
金
・
補
助
金
等
が
あ
る

　

ⅱ　

交
付
金
・
補
助
金
等
は
な
い

　

⑼　

自
治
体
か
ら
の
交
付
金
・
補
助
金
等
が
あ
る
か
否
か
の
観
点
よ
り
分
類

　

ⅰ　

交
付
金
・
補
助
金
等
が
あ
る

　

ⅱ　

交
付
金
・
補
助
金
等
は
な
い

　

⑽　

事
業
参
画
で
き
る
資
格
者
等
は
特
定
の
個
人
・
法
人
等
の
み
を
対
象
と
し
て
い
る
か
否
か
の
観
点
よ
り
分
類

　

⑾　

法
人
の
事
業
展
開
に
よ
っ
て
利
益
・
便
益
を
受
け
る
対
象
者
等
は
特
定
の
個
人
・
法
人
等
で
あ
る
か
否
か
の
観
点
よ
り
分
類

　

三　

公
益
認
定
の
主
な
認
定
基
準

　

認
定
法
第
五
条
各
号
に
掲
げ
ら
れ
た
認
定
基
準
の
う
ち
、
主
な
も
の
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
基
準
は
、
移
行
後
も
引
き
続

き
遵
守
し
て
い
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
監
督
が
行
わ
れ
る
。
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第
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会
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課
題
と
展
望
（
一
）
一
三

四
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⑴　

経
理
的
基
礎
を
有
す
る
こ
と

　
「
経
理
的
基
礎
」
と
は
、
安
定
的
か
つ
継
続
的
な
公
益
目
的
事
業
を
実
施
す
る
た
め
に
、
法
人
が
公
益
目
的
事
業
を
行
う
の
に
必
要
な

「
経
理
的
基
礎
」
が
あ
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
確
認
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　

財
務
状
況
が
健
全
で
あ
る
こ
と
、
財
産
の
管
理
、
運
用
に
つ
い
て
、
法
人
の
役
員
が
適
切
に
関
与
す
る
こ
と
、
公
認
会
計
士
ま
た
は
税

理
士
等
の
経
理
事
務
に
精
通
し
た
者
に
よ
り
適
切
な
情
報
開
示
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
な
ど
が
必
要
と
さ
れ
る
。

　

⑵　

技
術
的
能
力
を
有
す
る
こ
と

　
「
技
術
的
能
力
」
と
は
、
事
業
を
実
施
す
る
た
め
の
技
術
や
専
門
的
能
力
を
持
つ
人
材
、
設
備
な
ど
の
能
力
の
こ
と
で
あ
る
。
例
え
ば
、

「
検
査
検
定
」
に
つ
い
て
は
、
人
員
や
検
査
機
器
に
つ
い
て
必
要
な
能
力
の
水
準
を
設
定
し
、
そ
の
水
準
に
適
合
す
る
こ
と
を
確
認
し
て

い
る
こ
と
が
必
要
と
さ
れ
る
。

　

⑶　

特
別
の
利
益
を
与
え
る
行
為
を
行
わ
な
い
こ
と

　
「
特
別
の
利
益
」
と
は
、
法
人
の
事
業
内
容
な
ど
の
具
体
的
な
実
情
を
踏
ま
え
た
と
き
に
、
社
会
通
念
か
ら
み
て
合
理
性
を
欠
く
よ
う

な
利
益
や
優
遇
の
こ
と
で
あ
る
。

　

公
益
社
団
・
財
団
法
人
は
、
そ
の
事
業
を
行
う
に
あ
た
っ
て
、
社
員
や
理
事
な
ど
の
関
係
者
、
株
式
会
社
そ
の
他
の
営
利
事
業
を
営
む

者
な
ど
に
、「
特
別
の
利
益
」
を
与
え
て
は
な
ら
な
い
。

　

⑷　

収
支
相
償
で
あ
る
こ
と

　

 「
収
支
相
償
」
と
は
、
公
益
社
団
・
財
団
法
人
は
、
公
益
目
的
事
業
に
係
る
収
入
が
、
そ
の
事
業
に
必
要
な
適
正
な
費
用
を
償
う
額
を

超
え
て
は
な
ら
な
い
と
さ
れ
、
こ
の
収
支
相
償
に
つ
い
て
は
、
次
の
よ
う
に
、
二
段
階
で
判
定
が
行
わ
れ
る
（〔
図―

２
〕）。

　

な
お
、
公
益
認
定
等
審
議
会
に
お
け
る
法
人
の
事
業
の
審
議
の
ポ
イ
ン
ト
に
つ
い
て
は
、〔
図―

３
〕
が
参
考
と
な
ろ
う
（
４
）。

　

⑸　

公
益
目
的
事
業
比
率
が
五
〇
％
以
上
で
あ
る
と
見
込
ま
れ
る
こ
と
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 「

公
益
目
的
事
業
比
率
」
は
、
収
入
で
は
な
く
事
業
の
実
施
費
用
で
計
算
す
る
。
公
益
目
的

事
業
に
要
す
る
費
用
が
、
事
業
費
お
よ
び
管
理
費
の
合
計
額
に
占
め
る
割
合
は
五
〇
％
以
上
で

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

こ
の
公
益
目
的
事
業
比
率
を
計
算
す
る
際
に
は
、
通
常
は
費
用
と
し
て
計
上
さ
れ
な
い
項

目
、
例
え
ば
、
将
来
特
定
の
活
動
を
実
施
す
る
た
め
の
毎
年
の
積
立
金
や
、
無
償
の
役
務
の
提

供
（
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
）
を
受
け
た
際
、
実
際
に
人
を
雇
用
し
た
場
合
に
要
す
る
費
用
相
当
額
等

も
費
用
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
。

　

⑹　

遊
休
財
産
が
制
限
を
超
え
な
い
と
見
込
ま
れ
る
こ
と

　
「
遊
休
財
産
」
と
は
、
法
人
の
純
資
産
に
計
上
さ
れ
た
額
の
う
ち
、
具
体
的
な
使
途
の
定
ま

っ
て
い
な
い
財
産
の
額
で
あ
る
。
こ
の
遊
休
財
産
額
は
、
一
年
分
の
公
益
目
的
事
業
費
相
当
額

（
若
干
の
調
整
が
あ
る
）
を
超
え
て
は
な
ら
な
い
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

　

こ
れ
ら
以
外
に
も
認
定
基
準
が
あ
る
。
申
請
書
類
や
申
請
の
手
引
き
等
を
参
照
、
確
認
さ
れ

た
い
。

　

四　

公
益
目
的
事
業
の
定
義
と
公
益
目
的
事
業
の
認
定

　

⑴　

公
益
目
的
事
業
と
は

　

新
制
度
に
お
い
て
、
公
益
社
団
・
財
団
法
人
に
認
定
さ
れ
る
に
は
、
認
定
の
基
本
と
な
る
法

人
の
行
う
事
業
が
公
益
目
的
事
業
か
ど
う
か
、
国
の
公
益
認
定
等
委
員
会
、
ま
た
は
都
道
府
県

の
合
議
制
の
機
関
で
あ
る
公
益
認
定
等
委
員
会
等
の
機
関
が
法
人
の
行
う
事
業
ご
と
に
審
査
す

る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

【第一段階】 　公益目的事業ごとに費用と収入（それぞれの事業の経常費用、経常収益）
を比較する。仮に、収入の額が費用の額よりも大きくても、その差額を、
将来のその事業の費用に充てる資金（特定費用準備資金）に繰り入れる。

 　将来のその事業の費用に充てる資金（特定費用準備資金）に繰り入れる
場合は、収支相償の基準を満たしているものとみなされる。

【第二段階】 　第一段階で計算した収支に加え、その他の、公益に係る費用と収入を合
計し、公益全体の収支を比較する。

 　収入の額が費用の額を上回った場合でも、将来の特定の公益事業の費用
に充てる資金（特定費用準備資金）に繰り入れる場合や、公益的な資産を
取得する資金（公益資産取得資金）に繰り入れる場合は、収支相償の基準
を満たしているものとみなされる。

〔図―2〕　公益目的事業の設定に関する二段階の判定



（
第
₉₀
巻　

第
八
号
）

論　

説　
　

公
益
社
会
実
現
に
向
け
た
課
題
と
展
望
（
一
）
一
五

五
一

（出所）出井信夫『自治体の外郭団体・出資法人の公益認定』（学陽書房、平成 21 年 2 月）167 頁　

他の法人類型に転換
　学校法人
　医療法人
　社会福祉法人
　会社法法人等

（新公益
法人制度）
特例民法
法人

公益目的
事業の認
定
（公益認定
等ガイド
ライン）

《認定審議会、合議制機関
の審議、審査》
【ケース 1】
全事業が公益目的事業と認
定される

【ケース 2】
主要事業⇒公益目的事業の
　　　　　認定
副次事業⇒公益目的事業の
　　　　　認定⇒保留等

【ケース 3】
主要事業⇒公益目的事業の
　　　　　認定⇒保留等
副次事業⇒公益目的事業の
　　　　　認定⇒保留等

【ケース 4】
主要事業⇒公益目的事業の
　　　　　認定⇒保留等
副次事業⇒収益事業の認定

【ケース 5】
主要事業⇒公益目的事業の
　　　　　認定⇒不可
副次事業⇒収益事業の認定

【ケース 6】
公益目的事業とは認められ
ない
　「共益的事業」
　「収益事業」
　「他の個別法に基づく事
　業等」

《審議結果に対処する
対応措置》

公益社団法人
公益財団法人

主要事業⇒公益目的事業の認
　　　　　定
副次事業⇒○公益目的事業に
　　　　　　認定されるよう
　　　　　　な内容に変更、
　　　　　　調整する
　　　　⇒○収益事業として
　　　　　　再提出する
　　　　⇒○認定保留または
　　　　　　認定不可の事業
　　　　　　は廃止する

主要事業⇒○公益目的事業に
　　　　　　認定されるよう
　　　　　　な内容に変更、
　　　　　　調整する
副次事業⇒○公益目的事業に
　　　　　　認定されるよう
　　　　　　な内容に変更、
　　　　　　調整する
　　　　⇒○収益事業として
　　　　　　再提出する
　　　　⇒○認定保留または
　　　　　　認定不可の事業
　　　　　　は廃止する

主要事業⇒○公益目的事業に
　　　　　　認定されるよう
　　　　　　な内容に変更、
　　　　　　調整する
副次事業⇒○公益目的事業に
　　　　　　認定されるよう
　　　　　　な内容に変更、
　　　　　　調整する
　　　　⇒○収益事業として
　　　　　　再提出する
　　　　⇒○認定保留または
　　　　　　認定不可の事業
　　　　　　は廃止する

一般社団法人
一般財団法人

〔図―3〕　公益性についての審議ポイント
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こ
の
事
業
の
区
分
に
お
い
て
は
、
類
似
・
関
連
す
る
事
業
に
つ
い
て
は
、
法
人
の
行
う
事
業
に
つ
い
て
は
法
人
の
判
断
に
よ
り
適
宜
ま

と
め
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
が
、
収
益
事
業
等
は
明
確
に
区
分
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

　
「
公
益
目
的
事
業
」
の
定
義
に
つ
い
て
は
、
公
益
法
人
認
定
法
第
二
条
第
四
号
に
定
め
ら
れ
て
い
る
次
の
条
文
、「
学
術
、
技
芸
、
慈
善

そ
の
他
の
公
益
に
関
す
る
別
表
各
号
に
掲
げ
る
種
類
の
事
業
で
あ
っ
て
、
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
の
利
益
の
増
進
に
寄
与
す
る
も
の
」
を

指
す
。

　

す
な
わ
ち
、「
公
益
目
的
事
業
」
と
は
、
Ａ
「
学
術
、
技
芸
、
慈
善
そ
の
他
の
公
益
に
関
す
る
別
表
各
号
に
掲
げ
る
種
類
の
事
業
」
で

あ
り
、
か
つ
Ｂ
「
不
特
定
多
数
か
つ
多
数
の
者
の
利
益
の
増
進
に
寄
与
す
る
も
の
」
を
い
う
。

　

⑵　

公
益
目
的
事
業
の
基
本
的
な
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト

　

公
益
目
的
事
業
の
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
に
つ
い
て
は
、
国
の
公
益
認
定
等
委
員
会
ま
た
は
都
道
府
県
の
合
議
制
の
機
関
で
あ
る
公
益
認

定
等
委
員
会
の
機
関
に
お
い
て
、
事
実
認
定
の
審
議
に
際
し
て
検
討
さ
れ
る
基
準
に
つ
い
て
は
、
次
の
よ
う
に
二
段
階
に
分
け
て
認
定
さ

れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
（〔
図―

４
〕
参
照
）。

　

第
一
段
階
と
し
て
は
、
⑴
法
人
に
お
け
る
個
々
の
事
業
に
つ
い
て
、〔
表―

３
〕
各
号
に
掲
げ
ら
れ
た
い
ず
れ
か
に
該
当
し
て
い
る
か

ど
う
か
に
つ
い
て
検
討
さ
れ
る
。

　

そ
の
上
で
さ
ら
に
第
二
段
階
と
し
て
、
⑵
「
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
の
利
益
の
増
進
に
寄
与
す
る
も
の
」
の
基
準
（〔
表―

４
〕、〔
表―

５
〕
参
照
）
を
満
た
し
て
い
る
か
ど
う
か
が
検
討
さ
れ
、
認
定
さ
れ
る
。

　

⑶　

別
表
各
号
に
よ
る
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト

　

法
人
に
お
け
る
個
々
の
事
業
に
つ
い
て
、
次
の
別
表
各
号
に
掲
げ
ら
れ
た
い
ず
れ
か
に
該
当
し
て
い
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
検
討
す
る

（︹
表―

₃
︺
参
照
）。

　

⑷　

事
業
区
分
ご
と
の
公
益
目
的
事
業
の
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
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【第一段階の審査】　⑴　法人における個々の事業について、次表各号に掲げられたいずれ
かに該当しているかどうかについて検討する。

【第二段階の審査】　⑵　「不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するもの」の基準を満た
しているかどうかについて検討する。

〔図―4〕　公益目的事業のチェックポイント

〔表―3〕　別表各号によるチェックポイント
1 　学術及び科学技術の振興を目的とする事業
₂　文化及び芸術の振興を目的とする事業
₃　障害者若しくは生活困窮者又は事故、災害若しくは犯罪による被害者の支援を目的とす
る事業
₄　高齢者の福祉の増進を目的とする事業
₅　勤労意欲のある者に対する就労の支援を目的とする事業
₆　公衆衛生の向上を目的とする事業
₇　児童又は青少年の健全な育成を目的とする事業
₈　勤労者の福祉の向上を目的とする事業
₉　教育、スポーツ等を通じて国民の心身の健全な発達に寄与し、又は豊かな人間性を涵養
することを目的とする事業

10　犯罪の防止又は治安の維持を目的とする事業
11　事故又は災害の防止を目的とする事業
12　人種、性別その他の事由による不当な差別又は偏見の防止及び根絶を目的とする事業
13　思想及び良心の自由、信教の自由又は表現の自由の尊重又は擁護を目的とする事業
14　男女共同参画社会の形成その他のより良い社会の形成の推進を目的とする事業
15　国際相互理解の促進及び開発途上にある海外の地域に対する経済協力を目的とする事業
16　地球環境の保全又は自然環境の保護及び整備を目的とする事業
17　国土の利用、整備又は保全を目的とする事業
18　国政の健全な運営の確保に資することを目的とする事業
19　地域社会の健全な発展を目的とする事業
20　公正かつ自由な経済活動の機会の確保及び促進並びにその活性化による国民生活の安定
向上を目的とする事業

21　国民生活に不可欠な物資、エネルギー等の安定供給の確保を目的とする事業
22　一般消費者の利益の擁護又は増進を目的とする事業
23　前各号に掲げるもののほか、公益に関する事業として政令で定めるもの
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個
々
の
事
業
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
が
特
定
多
数
の
者
の
み
の
利
益
の
増
進
と
な
っ
て
い
な
い
か
ど
う
か
の
観
点
よ
り
、
チ
ェ

ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
に
し
た
が
っ
て
検
討
す
る
。
こ
の
点
が
、
国
の
公
益
認
定
等
委
員
会
ま
た
は
都
道
府
県
の
合
議
制
の
機
関
で
あ
る
公
益
認

定
等
委
員
会
の
機
関
に
お
い
て
、
事
実
認
定
の
審
議
に
際
し
て
、
検
討
さ
れ
る
点
で
あ
り
、
認
定
が
判
断
さ
れ
る
基
準
で
あ
る
。

　

⑸　

事
実
認
定
の
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト

　

個
々
の
事
業
に
お
け
る
事
実
認
定
に
お
い
て
、「
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
の
利
益
の
増
進
に
寄
与
す
る
も
の
」
と
し
て
、
公
益
認
定
等

委
員
会
等
に
お
い
て
審
議
さ
れ
る
ポ
イ
ン
ト
は
、︹
表―

₄
︺
の
事
実
認
定
の
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
で
あ
る
。

　

ま
た
、
事
業
区
分
ご
と
に
具
体
的
な
事
業
名
の
例
と
し
て
示
し
た
も
の
が
、︹
表―

₅
︺
で
あ
る
。

　

ち
な
み
に
、「
新
公
益
法
人
制
度
に
よ
る
事
業
区
分
」
と
﹃
公
益
法
人
白
書
﹄
に
よ
る
事
業
区
分
を
比
較
し
た
も
の
が
、〔
表―

６
〕
で

あ
る
。

　

⑹　

事
実
認
定
の
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
の
例

　

例
え
ば
、「
検
査
検
定
」
の
例
に
つ
い
て
み
る
と
、
審
議
さ
れ
る
ポ
イ
ン
ト
は
、
次
の
よ
う
な
点
が
あ
げ
ら
れ
る
。

ⅰ　

当
該
検
査
検
定
が
不
特
定
多
数
の
者
の
利
益
の
増

進
に
寄
与
す
る
こ
と
を
主
た
る
目
的
と
し
て
位
置
付

け
、
適
当
な
方
法
で
明
ら
か
に
し
て
い
る
か
。

ⅱ　

当
該
検
査
検
定
の
基
準
を
公
開
し
て
い
る
か
。

ⅲ　

当
該
検
査
検
定
の
機
会
が
、
一
般
に
開
か
れ
て
い

る
か
。

ⅳ　

検
査
検
定
の
審
査
に
当
た
っ
て
公
正
性
を
確
保
す

る
仕
組
み
が
存
在
し
て
い
る
か
（
例
：
個
別
審
査
に

〔表―4〕　事実認定のチェッ
クポイント
⑴　検査検定

⑵　資格付与

⑶　講座、セミナー、育成

⑷　体験活動等

⑸　相談、助言

⑹　調査、資料収集

⑺　技術開発、研究開発

⑻　キャンペーン、○○月間

⑼　展示会、○○ショー

⑽　博物館等の展示

⑾　施設の貸与

⑿　資金貸与、債務保証等

⒀　助成（応募型）

⒁　表彰、コンクール

⒂　競技会

⒃　自由公演

⒄　主催公演
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当
た
っ
て
申
請
者
と
直
接
の

利
害
関
係
を
有
す
る
者
の
排

除
、
検
定
は
デ
ー
タ
な
ど
客

観
的
方
法
に
よ
る
決
定
）。

ⅴ　

検
査
検
定
に
携
わ
る
人
員

や
検
査
機
器
に
つ
い
て
必
要

な
能
力
の
水
準
を
設
定
し
、

そ
の
水
準
に
適
合
し
て
い
る

こ
と
を
確
認
し
て
い
る
か

（
例
：
検
査
機
器
の
定
期
的
点

検
と
性
能
向
上
、
能
力
評
価

の
実
施
、
法
令
等
に
よ
り
求

め
ら
れ
る
能
力
に
つ
い
て
許

認
可
を
受
け
て
い
る
）。

⑺　

前
記
の
事
業
区
分
に
該
当

し
な
い
事
業
に
お
け
る
チ
ェ

ッ
ク
ポ
イ
ン
ト

ⅰ　

事
業
目
的
（
趣
旨
：
不
特

定
多
数
で
な
い
者
の
利
益
の

〔表―5〕　事業区分ごとの事業名の例
事 業 区 分 事業名の例（事業報告書等に記載されているもの）

⑴　検査検定 検査・検定、検査、検定、認証

⑵　資格付与 技能検定、技術検定、資格認定

⑶　講座、セミナー、育成 講座、講習、セミナー、シンポジウム、人材育成、育成、研修
会、学術集会、学術講演会

⑷　体験活動等 イベント、体験、体験教室、ツアー、観察会

⑸　相談、助言 相談、相談対応、相談会、指導、コンサルタント、助言、苦情
処理

⑹　調査、資料収集 調査研究、調査、統計、資料収集、情報収集、データベース作
成、分析

⑺　技術開発、研究開発 研究開発、技術開発、システム開発、ソフト開発、研究、試験
研究

⑻　キャンペーン、○○月間 キャンペーン、普及啓発、週間、月間、キャラバン、政策提言

⑼　展示会、○○ショー 展示会、博覧会、ショー、○○展、フェア、フェスタ、フェス
ティバル

⑽　博物館等の展示 ○○館、コレクション、常設展示場、常設展示

⑾　施設の貸与 施設（または会館、ホール、会議室）管理、施設の管理運営、
施設の維持経営

⑿　資金貸与、債務保証等 融資、ローン、債務保証、信用保証、リース

⒀　助成（応募型） 助成、無償奨学金、支援、補助、援助、補助金、利子補給、家
賃補助、無償貸与、無償貸付、無償レンタル

⒁　表彰、コンクール 表彰、○○賞、○○大賞、コンクール、コンクール大会、審査、
コンテスト、グランプリ、展覧会

⒂　競技会 競技大会、試合、大会、○○カップ、○○杯、○○オープン

⒃　自由公演 公演、興行、演奏会

⒄　主催公演 主催公演、主催コンサート
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〔表―6〕　「新公益法人制度による事業区分」と『公益法人白書』による 
事業区分の比較

事業区分 事業名の例
（新公益法人制
度による事業）

『公益法人白書』に
よる事業区分

代表的な事例

⑴　検査検定 検査・検定、
検査、検定、
認証

検査・検定、その他
の検査・検定

①（財）原子力安全技術センター、
　 （財）食品環境検査協会等
②（財）新潟県環境分析センター、
　 （社）県央研究所等
②（財）山形県理化学分析センター等

⑵　資格付与 技能検定、技
術検定、資格
認定

資格の付与・指定 ①（財）日本英語検定協会、
　 （財）日本漢字能力検定協会等
②　―
③　―

⑶　 講座、セ
ミナー、
育成

講座、講習、
セミナー、シ
ンポジウム、
人材育成、育
成、研修会、
学術集会、学
術講演会

教育・訓練、研修会
・講習会、その他の
指導・育成

①（財）大学セミナーハウス、
　 （財）こども教育支援財団等
②（社）新潟県産業廃棄物協会、
　 （社）新潟県経営者協会等
③（財）山形県市町村自治協会、
　 （社）山形県経営者協会等

⑷　体験活動
等

イベント、体
験、 体験教
室、ツアー、
観察会

①（財）都市農山漁村交流活性化機構、
　 （社）日本オリエンテーリング協会等
②（社）自然養生園、（財）鶴栄会等
③　―

⑸　相談、助
言

相談、相談対
応、相談会、
指導、コンサ
ルタント、助
言、苦情処理

相談 ①（財）都市農地活用支援センター、
　 （社）民間活力開発機構等
②（財）新潟県勤労者福祉厚生財団、
　 （社）新潟県受胎調整実地指導員協会等
③（社）山形県食品衛生協会、
　 （社）山形県産業廃棄物協会等

⑹　調査、資
料収集

調査研究、調
査、統計、資
料収集、情報
収集、データ
ベース作成、
分析

研究、情報の収集、
情報資料の作成・分
析等、その他の調査
・研究

①（社）海外環境協力センター、
　 （財）海洋生物環境研究所等
②（財）環日本海経済研究所、
　 （社）新潟県地域総合研究所等
③（社）山形県経済社会研究所、
　 （社）山形県林業コンサルタンツ等

⑺　 技 術 開
発、研究
開発

研究開発、技
術開発、シス
テム開発、ソ
フト開発、研
究、試験研究

①（財）核物質管理センター、
　 （財）医療情報システム開発センター等
②（財）綾玄社、
　 （財）十日町地域地場産業振興センタ
ー等

③（財）山形県産業技術振興機構、
　 （財）庄内地域地場産業振興センター等

⑻　 キャンペ
ーン、○
○月間

キャンペーン、
普及啓発、週
間、月間、キ
ャラバン、政
策提言

①（財）日本自転車普及協会、
　 （社）全国海岸協会等
②　―
③　―

⑼　 展示会、
○○ショ
ー

展示会、博覧
会、ショー、
○○展、フェ
ア、 フェス
タ、フェステ
ィバル

①（財）2005年日本国際博覧会協会、
　 （財）2007年ユニバーサル技能五輪国
際大会日本組織委員会等

②（財）長岡産業交流会館、
　 （財）新潟インダストリアルプロモー
ションセンター等

③　―
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⑽　博物館等
の展示

○○館、コレ
クション、常
設展示場、常
設展示

①（財）明治村、（財）海洋博覧会記念
公園管理財団等
②（財）北方文化博物館、（財）佐渡博
物館、（財）木村茶道美術館等
③（財）山形美術館、（財）致道博物館、
（財）本間美術館、（財）酒田市美術館等

⑾　施設の貸
与

施設（または
会館、 ホー
ル、会議室）
管理、施設の
管理運営、施
設の維持経営

会館・施設の建設、
会館・施設の管理、
会館・施設の貸与、
会館・施設の公開、
その他の施設の運営

①（財）厚生年金事業振興団、（財）勤
労者共同賃貸住宅協会等
②（財）新潟県下水道公社、（財）魚沼
市地域づくり振興公社等
③（財）山形県社会文化協会、（財）村
山市余暇開発公社等

⑿ 資 金 貸
与、債務
保証等

融資、 ロー
ン、 債務保
証、 信用保
証、リース

信用保証 ①（財）日本財団、（財）民間都市開発
推進機構等
②（財）新潟県労働者信用基金協会、
（社）新潟県私学振興会等
③（財）山形県労働者信用基金協会、
（財）山形県勤労者育成教育基金協会等

⒀　 助成（応
募型）

助成、無償奨
学金、支援、
補助、援助、
補助金、利子
補給、家賃補
助、 無償貸
与、無償貸付

助成・給付 ①（財）アサヒビール学術振興財団、
（財）全国銀行学術研究振興財団等
②（財）新潟工学振興会、
　 （財）佐々木環境技術振興財団、（財）
長岡市米百俵財団等
③（財）きらやか銀行教育振興基金、
（財）松坂世紀記念財団、（財）庄内育英
会等

⒁　 表彰、コ
ンクール

表彰、○○賞、
○○大賞、コ
ンクール、コ
ンクール大
会、審査、コ
ンテスト、グ
ランプリ、展
覧会

表彰 ①（財）サントリー文化財団、（財）日
本農林漁業振興会等
②　―
③（財）敬学会、（財）教友会等

⒂　競技会 競技大会、試
合、大会、○
○カップ、○
○杯、○○オ
ープン

①（財）日本体育協会、
　 （財）日本サッカー協会等
②（財）新潟県体育協会、
　 （財）新潟県スキー連盟、
　 （社）新潟県サッカー協会等
③（財）山形県体育協会、
　 （財）山形市体育協会等

⒃　自由公演 公演、興行、
演奏会

①（財）新日本フィルハーモニー交響楽
団、（財）東京フィルハーモニー交響
楽団、（社）日本舞踊協会等

②　―
③　―

⒄　主催公演 主催公演、主
催コンサート

①（財）サントリー音楽財団、
　 （財）ニッセイ文化振興財団等
②　―
③　―

　（注）　「新公益法人制度による事業区分」に基づいて、『公益法人白書』による事業区分で、
　　　ⅰ全国展開している法人、ⅱ新潟県、ⅲ山形県の代表的な事例を整理したものである。

①は主務官庁は各府省が所管となっている全国規模で展開している法人の代表的な事例をあ
げたものである。

②は主務官庁は都道府県知事・教育委員会が所管となっている法人の事例として新潟県の代
表的な事例をあげたものである。

③は主務官庁は都道府県知事・教育委員会が所管となっている法人の事例として山形県の代
表的な事例をあげたものである。

（出所）出井信夫『自治体の外郭団体・出資法人の公益認定』（学陽書房、平成21年2月）　
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増
進
へ
の
寄
与
を
主
た
る
目
的
に
掲
げ
て
い
な
い
か
を
確
認
す
る
こ
と
）

ⅱ　

事
業
の
合
目
的
性
（
趣
旨
：
事
業
の
内
容
や
手
段
が
事
業
目
的
を
実
現
す
る
の
に
適
切
な
も
の
に
な
っ
て
い
る
か
を
確
認
す
る
こ
と
）

ア　

受
益
の
機
会
の
公
開
（
例
：
受
益
の
機
会
が
、
一
般
に
開
か
れ
て
い
る
か
）

イ　

事
業
の
質
を
確
保
す
る
た
め
の
方
策
（
例
：
専
門
家
が
適
切
に
関
与
し
て
い
る
か
）

ウ　

審
査
・
選
考
の
公
正
性
の
確
保
（
例
：
当
該
事
業
が
審
査
・
選
考
を
伴
う
場
合
、
審
査
・
選
考
が
公
正
に
行
わ
れ
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る

か
）

エ　

そ
の
他
（
例
：
公
益
目
的
と
し
て
設
定
し
た
事
業
目
的
と
異
な
り
、
業
界
団
体
の
販
売
促
進
、
共
同
宣
伝
に
な
っ
て
い
な
い
か
）

 

　

た
だ
し
、
上
記
の
ⅱ
事
業
の
合
目
的
性
ア
～
エ
に
つ
い
て
は
、
例
示
的
に
示
し
た
も
の
で
あ
り
、
事
業
の
特
性
に
応
じ
て
そ
れ
ぞ

れ
事
実
認
定
上
の
軽
重
に
は
差
が
あ
る
点
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。

（
₁
）	　

出
井
信
夫
﹃
自
治
体
の
外
郭
団
体
・
出
資
法
人
の
公
益
認
定
﹄（
学
陽
書
房
、
二
〇
〇
九
年
）
及
び
そ
れ
ぞ
れ
の
法
律
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
₂
）	　

前
掲
注
（
１
）
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
₃
）	　

詳
細
は
、
前
掲
注
（
１
）
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
₄
）	　

詳
細
は
、
前
掲
注
（
₁
）
を
参
照
さ
れ
た
い
。


